
企業内容等の開示に関する内閣府令等の一部を改正する内閣府令 

 概 要  
 

１．監査報酬の開示（有価証券報告書等の様式の改正） 
○ 有価証券報告書等の様式の「コーポレートガバナンスの状況等」の記載欄におい

て下表等を追加。 

 

【監査報酬の内容等】 

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

前連結会計年度 当連結会計年度 区 分 

監査報酬 非監査報酬 監査報酬 非監査報酬 

提出会社     

連結子会社     

計     

（記載上の注意） 

最近２連結会計年度において、提出会社及びその連結子会社が監査公認会計士

等（提出会社の財務計算に関する書類について監査証明を行う公認会計士若しく

は監査法人又は提出会社の内部統制報告書について監査証明を行う公認会計士若

しくは監査法人）に対して支払う報酬について、監査報酬と非監査報酬に区分し

て記載。 

 

②【その他重要な報酬の内容】 

（記載上の注意） 

①に記載するもののほか、提出会社の監査報酬等の内容として重要な報酬の内

容（例：連結子会社がその公認会計士又は監査法人（監査公認会計士等と同一の

ネットワークに属する者に限る。）に対して支払う報酬の内容）について、具体的

に、かつ、分かりやすく記載。 

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 

（記載上の注意） 

直近の２連結会計年度において、非監査報酬（提出会社が監査公認会計士等に

対して支払うものに限る。）があるときは、当該報酬に係る非監査業務の内容を記

載。 

 

④【監査報酬の決定方針】 

（記載上の注意） 

提出会社が監査公認会計士等に対する報酬の額の決定に関する方針を定めてい

るときは、当該方針の概要を記載。 

 

２．監査人異動時の開示（臨時報告書の提出事由等を追加） 
○ 臨時報告書の提出事由として、次のように監査公認会計士等（財務書類監査公認

会計士等又は内部統制監査公認会計士等）の異動があった場合等を追加し、記載事

項を規定。 



 

（１）臨時報告書の提出事由 

 

① 監査公認会計士等の異動が当該提出会社の業務執行を決定する機関により決定

された場合 

② 監査公認会計士等の異動があった場合（①により臨時報告書を既に提出した場

合を除く。） 

 

（２）臨時報告書の記載事項 

 

① 異動に係る監査公認会計士等（異動監査公認会計士等）の氏名・名称 

② 異動の年月日 

（監査公認会計士等であった者が監査公認会計士等でなくなる場合には、下記の事項） 

 ③ 異動監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日 

 ④ 異動監査公認会計士等が作成した監査報告書等（提出会社が直近３年間に提出

した財務計算に関する書類に係る監査報告書、中間監査報告書、四半期レビュー

報告書、内部統制報告書に係る内部統制監査報告書）において、次に掲げる事項

の記載がある場合には、その旨およびその内容 

  ・ 除外事項を付した限定付適正意見／結論、不適正意見／否定的結論、等 

  ・ 意見又は結論の表明をしない旨及びその理由 

 ⑤ 異動の決定又は異動に至った理由および経緯 

 ⑥ ⑤の理由および経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る異動監査公認会計

士等の意見 

 ⑦ 異動監査公認会計士等が⑥の意見を表明しない場合には、その旨およびその理

由（提出会社が異動監査公認会計士等に対し、⑥の意見の表明を求めるために講

じた措置の内容を含む。） 

 

○ 有価証券報告書等の様式の「経理の状況」に関する記載上の注意を改正。 

 

改正前  

・ 直近１年間において監査公認会計士等の異動があった場合には、その旨を記載。 

 

改正後  

・ 直近２連結会計年度において監査公認会計士等の異動があった場合には、その旨を

記載。なお、当該異動について臨時報告書を提出した場合には、当該臨時報告書に

記載した事項（上記④～⑦についてはその概要）も記載。 

３．その他 

（１）施行期日 

○ 施行期日を平成 20 年４月１日とする。 



 

（２）経過措置 

 

① 有価証券届出書の改正規定は、次に掲げるように適用する。 

 

⒜ 有価証券報告書の提出者：改正後の有価証券報告書を提出した日以後に提出

する有価証券届出書 

⒝ その他の者：平成 21 年７月１日以後に提出する有価証券届出書 

 

② 有価証券報告書の改正規定は、施行日（平成 20 年４月１日）以後開始する事業

年度に係る有価証券報告書から適用する。 

 

③ 臨時報告書の改正規定は、施行日以後開始する事業年度に係る財務計算に関す

る書類又は内部統制報告書の監査証明を行う監査公認会計士等の異動について適

用する。 


